
マルチエアコン、ヒートポンプ給湯機等
の更新による環境管理

事業者 ：医療法人社団葵会
支援機関：㈱エナジーサービス



株式会社エナジーサービスとは・・
１．特徴

SHIFT計画策
定支援

省エネ・診断×補助金×設備改修×施工×
設計のベストミックスをお客様の状況を踏
まえてご提案します。
省エネ・診断だけでなく、補助金だけでな
く、設備だけでなく、施工だけでなく、設
計だけでなく、
全体をトータルコーディネート
できるからこそベストなご提案が可能です。
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ｴﾅｼﾞｰｻｰﾋﾞｽ

施工会社選定

施工対応

会社規模

施工金額

メーカー選定

機器性能

省エネ性能

機器金額

リニューアルの施工経験、設備、配管、計装、
職人の有無、補助金対応、設計など

売上、建設業許可など

同規模工事と比較して適正金額かどうか

適正能力かどうか

複数メーカーと比較して省エネ効率はどうか

同能力、性能の場合はどのメーカーが安価か

施工会社、メーカーではないため、お客様視点からの判断が可能です。

２



２．事業実績
設備更新
事業

計画策定支援
事業

SHIFT事業
実績

0件1件2021年度

2件4件2022年度

4件3件2023年度

2件2件2024年度
（予定）

※SHIFT事業

※SHIFT事業
2023年度設備更新

※SHIFT事業
2023年度設備更新

※SHIFT事業

※SHIFT事業

※SHIFT事業

※SII

※SII

※東京都

※SII

※SHIFT設備更新事業は6件申請し、すべて採択
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３．SHIFT事業での事例

計画策定支援事業→ 設備更新補助事業

SHIFT事業 脱炭素セミナー支援事例

４

事業者 ：医療法人社団葵会
対象事業所 ：葵の園・はまの
業種 ：介護老人保健施設
所在地 ：千葉県千葉市
延床面積 ：5,537㎡ 地上3階

➀複数の施設があるが、予算も時間も限られているため優先順位を決めたい
②設備のエネルギー効率が悪く、更新時期も過ぎている
③設備の故障が頻発している（緊急対応のため、費用もかかっている）
④設備の故障による、施設運営リスクが生じている（空調・給湯停止による入居者様への影響）
➄設備更新内容、施工業者について、ベストの選択を検討する時間がない（知識も少ない）
⑥設備更新の金額が大きいため、補助金を活用したい

≪概要≫ 竣工17年
経過

≪課 題≫



≪スケジュール≫

2020年12月 2021年3月 2021年7月 2021年12月

2022年5月 2022年7月 2022年9月 2022年12月 2023年1月

2022年1月 2022年2月

2023年2月

計画策定支援事業 2021年度

計
画
策
定
事
業
の
活
用
決
定

課
題
の
整
理

対
象
施
設
決
定

複
数
施
設
ウ
ォ
ー
ク
ス
ル
ー

交
付
申
請

2021年8月

現
地
調
査
・
診
断
開
始

交
付
決
定

実
行
計
画

課
題
解
決
の
ご
提
案

報
告
会
（
更
新
内
容
予
算
額
）

計
画
策
定
費
用
お
支
払
い

完
了
報
告

設備更新事業 2022年度

完
了
報
告

応
募
申
請

工
事
請
負
契
約

交
付
決
定

交
付
内
示

2022年８月

交
付
申
請

施
工
完
了

施
工
費
用
お
支
払
い

2022年3月

補
助
金
入
金

2023年3月

補
助
金
入
金
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SHIFT事業 脱炭素セミナー支援事例



≪設備更新内容≫

<ビル用マルチエアコン> <高効率ビル用マルチエアコン> <ヒートポンプ給湯機> <高効率ヒートポンプ給湯機>

<電気ヒーター> <高効率ヒートポンプ給湯機>

≪CO2削減量≫

399
（t-CO2／年）

29.6％
削減

事業場全体 281
（t-CO2／年）

エネルギーコスト削減額 約400万円/年
補助金額 約4000万円
故障リスクの解消
運営リスクの解消

≪CO2削減以外の効果≫

<業務用冷蔵庫> <高効率業務用冷蔵庫>

➀空調 ②給湯

③昇温機 ④冷凍冷蔵

６

SHIFT事業 脱炭素セミナー支援事例



デメリット

・事前に計画を立てるため、予算取りがしやすい
・エネルギーコスト削減額、CO2削減量、補助金額も把握できるため、事業全体が早く見通せる
・設備更新での申請の際に、計画策定支援を実施していると加点されるため、採択率が上がる
・計画策定支援の事業費用に補助金が出る

・交付、完了書類の提出が必要
・事業費用に補助金が出るが、実費負担がある
・事業報告が3年間必要

・工事費を含めて補助率1/3（上限1億円）
・大企業も活用できる

・応募、交付、完了書類の提出が必要
・CO2削減量が未達の場合、排出権の購入が必要
・事業報告が3年間必要

メリット

デメリット

SHIFT事業 計画策定支援

SHIFT事業 設備更新事業
メリット

７

SHIFT事業 脱炭素セミナー支援事例



～ご清聴ありがとうございました～


